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シリーズ
　

市
が
借
り
入
れ
る
市
債
（
借

金
）
の
一
つ
に
「
合
併
特

例
事
業
債
」
が
あ
り
ま
す
。

「
新
市
建
設
計
画
」（
６
町

合
併
協
策
定
）
に
基
づ
く
、

新
市
の
ま
ち
づ
く
り
に
対

す
る
財
源
と
し
て
借
り
入

れ
る
こ
と
が
で
き
る
市
債

の
こ
と
を
い
い
ま
す
。

　

将
来
の
返
済
額
（
元
利

償
還
金
）
の
７
割
が
普
通

交
付
税
で
補
て
ん
さ
れ
る

な
ど
市
の
負
担
が
少
な
い

特
別
な
市
債
で
あ
り
、
合

併
し
た
市
町
村
に
の
み
活

用
す
る
こ
と
が
認
め
ら
れ

て
い
ま
す
。
平
成
11
年
の

「
市
町
村
の
合
併
の
特
例
に

関
す
る
法
律
」（
合
併
特
例
法
）

の
改
正
に
よ
り
創
設
さ
れ
、「
普

通
交
付
税
の
算
定
替
」
と
同
様

に
、
市
町
村
合
併
の
大
き
な
メ

リ
ッ
ト
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
合
併
特
例
事
業
債
は
、
公
共
施

設
の
建
設
や
道
路
整
備
な
ど
の

ほ
か
、
地
域
振
興
を
目
的
と
し

た
基
金
積
立
の
た
め
に
必
要
な

経
費
に
つ
い
て
借
り
入
れ
る
こ
と

が
で
き
ま
す
。
合
併
後
10
年
間

に
限
り
活
用
す
る
こ
と
が
で
き
、

ま
た
借
入
上
限
額
は
合
併
市
町

村
の
規
模
に
応
じ
て
定
め
ら
れ

て
い
ま
す
。

　

本
市
で
は
、
保
育
所
や
学
校

施
設
の
耐
震
化
、
新
火
葬
場
の

建
設
な
ど
特
に
必
要
な
事
業
に

活
用
し
、
ま
た
積
み
立
て
た
基

金
は
そ
の
全
額
を
地
域
振
興
の

た
め
の
事
業
に
使
う
こ
と
と
し

て
い
ま
す
。
平
成
23
年
度
ま
で

に
１
２
１・
９
億
円
を
借
り
入

れ
、
ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
整
備
、
大
宮
北
保
育
所

整
備
な
ど
を
実
施
し
て
き
ま
し

た
。

　

合
併
特
例
事
業
債
は
、
財
政

的
に
有
利
な
起
債
で
あ
る
も
の

の
、
市
の
「
借
金
」
で
あ
る
こ
と

に
変
わ
り
あ
り
ま
せ
ん
。
合
併

特
例
債
な
ど
の
地
方
債
に
依
存

す
る
と
、
結
果
的
に
将
来
の
負

担
が
増
大
し
て
し
ま
う
恐
れ
が

あ
り
ま
す
。
こ
の
た
め
、
将
来
の

財
政
運
営
を
十
分
に
見
通
し
た

上
で
、
真
に
必
要
な
事
業
に
限

定
す
る
な
ど
、
そ
の
活
用
に
当

た
っ
て
は
慎
重
な
検
討
が
大
切

と
な
り
ま
す
。

　

本
市
の
合
併
特
例
事
業
債
の

活
用
期
限
は
、
平
成
26
年
度
ま

で
。
借
り
入
れ
の
上
限
額
は
、

建
設
事
業
分
が
約
３
５
６・９
億

円
、
基
金
積
立
分
が
約
37
・
３
億

円
と
な
っ
て
い
ま
す
（
下
表
）。

　

現
在
、
合
併
特
例
事
業
債
の

活
用
期
間
を
５
年
間
延
長
し
15

年
間
と
す
る
法
律
案
が
、
国
会

で
審
議
さ
れ
て
い
ま
す
。
こ
の
法

律
が
成
立
す
る
と
、
本
市
で
は

平
成
31
年
度
ま
で
合
併
特
例
事

業
債
を
活
用
で
き
る
こ
と
に
な

り
ま
す
。
ま
た
、
借
金
残
高
の
中

の
実
質
的
な
借
金
（
普
通
交
付

税
で
補
て
ん
さ
れ
な
い
額
）
の
軽

減
へ
の
効
果
も
期
待
で
き
ま
す
。

　

本
市
の
借
金
に
関
す
る
２
つ

の
指
標
（「
実
質
公
債
費
比
率
」

と
「
将
来
負
担
比
率
」）
は
そ
れ

ぞ
れ
適
正
と
さ
れ
る
基
準
内
に

あ
り
ま
す
。
し
か
し
な
が
ら
、
主

要
な
収
入
で
あ
る
普
通
交
付
税

は
平
成
27
年
度
か
ら
段
階
的
に

減
少
し
、
本
市
の
財
政
を
め
ぐ
る

状
況
は
さ
ら
に
厳
し
く
な
る
も

の
と
見
込
ま
れ
ま
す
。こ
の
た
め
、

合
併
特
例
事
業
債
を
適
切
に
活

用
し
な
が
ら
、
公
債
費
（
借
金

返
済
額
）
の
抑
制
に
努
め
、
効

率
的
な
財
政
運
営
を
行
っ
て
い

か
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。　

合併特例事業債の適切な活用

区　分 活用の上限額 H23年度末の活用額 今後活用可能額

建設事業分 356.9 億円 96.2 億円 260.7 億円

基金積立分 37.3 億円 25.7 億円 11.6 億円

計 394.2 億円 121.9 億円 272.3 億円

ガイド

財
政
運
営
上
有
利
な「
合
併

特
例
事
業
債
」

23
年
度
末
の
借
入
残
高
は

１
２
２
億
円

将
来
の
財
政
運
営
を
見
通

し
、
適
切
に
活
用

借金（市債）残高の推移


